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H27.6.15 

約3,400戸 

【応急仮設住宅供与戸数】 
（平成27年10月時点） 

H27.6 H27.10 
H28.1 

H28.3 

移転費用の支援 

■全国各地における相談会の開催    ○帰還や生活に関する相談会（福島県主催） 
                           ○県外自主避難者等への情報支援事業（復興庁主催） 
                           ○避難者との交流会（受入都道府県等主催）  

☎被災者のくらし再建相談ダイヤル（6.15開設）     2月末時点で約2,500件（支援策関係 約2,000件、その他 約500件） 

のべ開催・説明件数 
のべ参加避難者数 

応
急
仮
設
住
宅
供
与
期
間
の
方
針
発
表 

県内 県外 

戸別訪問へ 

県独自の 
新たな支援策の発表 

生活再建検討会議 住まいに関する
意向調査 

 避難者の帰還や生活再建を

図るため、避難先の都道府県

や避難元の市町村が一堂に会

して、支援策や支援体制につ

いて協議。 

○移転費用の支援 
  県内の自宅等へ移転する世帯に費用 
 の一部を補助 
 

○民間賃貸住宅家賃への支援 
  避難先で避難を継続する世帯に家賃 
 の一部を補助 
 

○公営住宅等の確保 
  帰還先となる住宅の確保、避難先で 
 避難を継続するための住宅の確保 

 供与期間の終了を迎える

避難者の今後の住宅の確保

状況や意向等を把握するた

め、全12,600世帯を調査。 

 避難者の生活再建にむけ

て、平成28年度に実施する

支援につなげる。 

応急仮設住宅等入居世帯数 

避難者（指示区域外）の生活再建に向けた取組① 
資料５－８ 

福 島 県 
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H29.3 
H28.10 

H28.4 
H28.7 

H29.1 

・避難者が多い都道県→福島県チーム 
                  ＋ 
                受入都道県チーム 
・避難者が少ない府県→受入府県チーム 

福島県及び３市（福島、郡山、いわき）、 
受入都道府県等の職員を中心に 
戸別訪問チームを編成 

☎被災者のくらし再建相談ダイヤル 

☎被災者のくらし再建相談ダイヤルによる相談対応 

■全国各地における相談会の開催等 

民間賃貸住宅家賃への支援 

避難者（指示区域外）の生活再建に向けた取組② 

＜体制＞ 
県内外の避難者への対応のため連携 
○福島県 
○避難元市町村 
○受入都道府県（受入市町村） 
＜訪問対象＞  約○○○世帯 
①意向調査の未回答世帯 
②平成29年4月以降の住宅が 
 決まっていない世帯 

○住宅確保や生活再建に向けた 
 課題の解消 
○今後の生活の見通しを確定 

福 島 県 
＜内容＞ 
○供与期間終了を見据え、 
 避難世帯を戸別に訪問。 
○恒久的な住宅の確保に向けた 
 相談・情報提供 
○福祉施策や生活支援など 
 他制度との連携 

実施体制 

避難元市町村 

受入都道府県（46）
（及び市町村） 

戸別訪問 
チーム 
を編成 

戸別訪問による 
意向の把握 

・「住まいに関する意向調査」の未回答世帯 
・平成29年4月以降の住まいが決まっていない
世帯 
戸別訪問により、世帯ごとの状況に応じて対応。 

きめ細かな対応 

○自宅等（恒久的な住宅） 
  への円滑な移行 
 
○避難者の意向に沿った 
  生活の再建 

移転費用の支援 

避難者の生活再建に向けた取組 

・住まいの確保に向けた助言等 
・生活困窮世帯等への福祉施策による対応 

 「住まいに関する意向調査」の結果を踏

まえ、平成29年4月以降の住まいの確保

が進むよう、戸別訪問を実施して意向把

握の精度をさらに高める。 

 避難者の意向をくみ、新たな住

まいの選択肢の提示、補助事業

を活用しての支援の実施、さら

には各自治体の支援策の活用

など、きめ細かに取り組んでいく。 

公営住宅等の確保 

○全国20箇所程度に拠点を開設し、電話・対面による相談機会を大幅に拡充 
○上記の拠点所在地を中心に、相談会の開催回数を増加 

事前審査 


